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諮問第83号の答申 

工業統計調査の変更について（案） 

 

本委員会は、諮問第83号による工業統計調査の変更について審議した結果、下記のと

おり結論を得たので、答申する。 

 

記 

 

１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

平成27年10月７日付け20150929統第１号により経済産業大臣から申請された「基

幹統計調査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審査し

た結果、以下のとおり、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号の各要件のいず

れにも適合しているため、「工業統計調査」（基幹統計調査。以下「本調査」とい

う。）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「（２）理由等」で指摘した事項については、計画の修正が必要

である。 

 

（２）理由等 

ア 調査期日の変更 

本申請では、調査期日（調査の基準となる期日）を従前の「把握対象年の12月

31日現在」から「把握対象年の翌年６月１日現在」に変更することとしている。 

これについては、 

① 速報と確報の集計結果に差異が生じる原因の一つとなっている、大企業を中

心とした調査票の提出遅延（約１万社）の解消 

② 資本金１億円以上の企業の約６割が３月に決算を行っているという実態 

③ 地方公共団体や統計調査員による実査事務負担の軽減 

等に対応し、結果精度の向上にも資するものであり、変更に伴う調査結果の利用

にも大きな支障は認められないことから、適当である。また、６月１日を調査期

日とする経済センサス‐活動調査（５年周期の基幹統計調査。以下「経済センサ

ス」という。）を軸とした経済関連統計の体系的整備・時系列比較の向上という

観点からも適当である。 

 

イ 調査事項の変更 

（ア）本申請では、出荷額等に係る消費税の取扱いについて、従前の「税込みに統

一した記入」による報告を、税抜き記入を許容する「原則税込み記入」に変更

するとともに、税込み・税抜きのいずれで記入したかを明確にするための調査

事項「消費税の税込み記入・税抜き記入の別」を設けることとしている。 

これについては、税抜き記入を希望する報告者が７割以上に達するという経
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済産業省実施のアンケート調査結果や、税込み・税抜き記入の明確化を図るこ

とを踏まえると、報告者負担の軽減や結果精度の向上に資するものであり、ま

た、税抜き記入された調査票について税込み補正した上で集計・公表するとい

う「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドラ

イン」（平成27年５月19日各府省統計主管課長等会議申合せ）を踏まえ、調査

結果の利用にも大きな支障は認められないことから、適当である。 

 

（イ）本申請では、従業者数を把握する調査事項における労働者区分について、下

表のとおり、事項の名称及び定義並びに調査票上の記載を変更することとして

いる。 

 現行 変更案 

名

称 

・ 

定

義 

〔名称〕 

常用労働者のうち雇用者 

〔定義〕 

期間を定めずに、若しくは１か月を超え

る期間を定めて雇用している人又は前２か

月間でそれぞれ18日以上雇用している人 

〔名称〕 

常用雇用者 

〔定義〕 

期間を定めずに、又は１か月以上の期間

を定めて雇用している人 

〔名称〕 

臨時雇用者 

〔定義〕 

１か月以内の期間を定めて雇用している

人や日々雇用している人など、常用雇用者

の定義に該当しない人 

〔名称〕 

臨時雇用者 

〔定義〕 

１か月未満の期間を定めて雇用している

人や日々雇用している人など、常用雇用者

の定義に該当しない人 

記

載 

〔「常用労働者のうち雇用者」の区分〕 

・正社員、正職員等 

・パート･アルバイト等 

〔「常用雇用者」の区分〕 

・正社員、正職員としている者 

・それ以外（パート･アルバイト等） 

これについては、「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン」

（平成27年５月19日各府省統計主管課長等会議申合せ）により、標準的な指針

が策定されたことを踏まえたものであり、適当である。 

ただし、本調査事項における受入者（出向や派遣により、別経営の事業所か

ら受け入れている者）及び送出者（別経営の事業所へ出向又は派遣している者）

の取扱いを確認したところ、図１のとおり、経済センサスと本調査との間に相

違があることが判明した。 

図１ 経済センサス及び本調査における従業者数に係る調査事項の把握範囲の相違 

区分  経済センサス 本調査 

     

直接雇用 
 常用雇用者 常用雇用者 

 臨時雇用者 臨時雇用者 

(１か月未満の期間で受け入れている者を含む。)

間接雇用 
 

受入者 
 出向・派遣受入者 

  ※直接雇用の項目には、送出者を含む。 ※各項目に送出者を含まない。 
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この相違については、経済センサスを軸とした産業関連統計の体系的整備の

観点から、特段の支障のない限り、経済センサスにおける把握方法に合わせる

ことが望ましく、本申請の変更対象となる平成29年の調査実施までに、相違の

解消について検討し、可能な範囲で措置する必要があることを指摘する。 

 

（ウ）本申請では、以下の各調査事項について、報告者負担軽減の観点から削除す

ることとしている。 

（a）臨時雇用者男女別内訳 

本調査事項については、報告者における臨時雇用者の男女別把握が困難で

あること及び製造業における本項目の実績値が小さいことから、削除するこ

とが計画されている。 

しかしながら、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年３月

25日閣議決定。以下「第Ⅱ期基本計画」という。）において、男女共同参画

基本計画に基づく男女別統計の充実が求められている中、例外とすべきほど

の著しい報告者負担は確認できなかったことから、図２のとおり、引き続き、

調査事項として把握することが適当であることを指摘する。 

図２ 臨時雇用者男女別内訳の変更 

【
申
請
案
】 

 

【
統
計
委
員
会
修
正
案
】

 

（b）常用労働者毎月末現在数の合計 

本調査事項については、調査期日の変更に伴い、引き続き把握する必要性

が低下したことから、削除することが計画されている。 

本調査事項は、従前の調査期日である12月31日現在で常用労働者数を把握

した場合、季節性によってその値が下振れするという特殊性があったことか

ら、それを補正する意図で調査されていたものである。しかし、調査期日を

６月１日とすることで、この特殊性が解消されることとなり、本調査事項を

存続させる特段の必要性は確認されないことから、適当である。 

(1) 常用雇用者には、他企業へ出向派遣している人を除いて記入してください。

(2) 出向・派遣受入者には一か月以上の期間を決めて受け入れている人を記入してください。

（平成29年6月1日現在） (3) 臨時雇用者については、5月給与の帳簿締切日現在の在籍者数を記入してください。

（単位：人） ⑤

計

6

② 正社員・正職員
としている人

常　　用　　雇　　用　　者

③ それ以外の人
（ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄなど）

男

女

従業者数　合計　　　　⑤の男女の合計を記入してください。→

⑥ 臨時雇用者数（雇用契約期間が１か月未満の労働者）　→ ×

従業者数

④ 出向・派遣
　受入者

（①～④の計）

①個人事業
主及び無給
家族従業者

(1) 常用雇用者には、他企業へ出向派遣している人を除いて記入してください。

(2) 出向・派遣受入者には一か月以上の期間を決めて受け入れている人を記入してください。

（平成29年6月1日現在） (3) 臨時雇用者については、5月給与の帳簿締切日現在の在籍者数を記入してください。

（単位：人） ⑤

計
② 正社員・正職員

としている人
③ それ以外の人

（ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄなど）

④ 出向・派遣
　受入者

（①～④の計）

従業者数

男

⑥臨時雇用者
（雇用契約期間
が１か月未満
の労働者）

常　　用　　雇　　用　　者

従業者数　合計　　　　⑤の男女の合計を記入してください。→

①個人事業
主及び無給
家族従業者

女

6
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（c）リース契約による契約額及び支払額 

本調査事項については、報告者における記入負担が大きく、その必要性が

低下したことから、削除することが計画されている。 

本調査事項が設けられた当初の目的は、リース契約の全体像を把握するた

めではなく、当時の会計基準で有形固定資産として把握されていないリース

物件を把握することによって、有形固定資産の補完的な情報を得ることにあ

った。しかしながら、その後の会計基準の変更などにより、すでにリース物

件の多くの部分が本調査の有形固定資産の項目において把握されていること

から、本調査においてこれを引き続き把握する必要性は低下しているものと

考えられる（図３参照）。また、リースは企業ベースで契約されるため、調

査対象の事業所単位に把握することは報告者にとって負担が重いと認められ

る。 

以上のことから、本調査事項の削除は適当である。 

図３ 本調査におけるリースの捕捉範囲 

 

（d）品目別製造品在庫額（数量、金額） 

本調査事項については、報告者における記入負担が大きく、未記入率が高

いことから、削除することが計画されている。 

しかしながら、報告者負担については考慮すべきではあるものの、 

① 12月31日から翌年６月１日への調査期日の変更により、12月31日時点の

情報を回答するに当たり、情報の収集・整理に時間的な余裕が生じるため、

報告者負担の軽減が見込まれること 

② 国民経済計算にとって不可欠な基礎資料である産業連関表の在庫の推計

において、現に重要な基礎資料として用いられているなど明確な利活用ニ

ーズがあること 

を踏まえ、図４のとおり、引き続き、調査事項として把握することが適当で

あることを指摘する。  

30人以上 29人以下 30人以上 29人以下

所有権
移転

売買 「有形固定資産」

300万超

300万以下
「リース契約によ
る契約額及び支
払額」

１年以内

オペレーティング
リース

基本的に
可（※２）

（※１）中途解約できる場合であっても、リース総額を違約金として支払う必要がある契約を含む。

（※２）非常に限定的に、中途解約不可のオペレーティングリースも存在し、リース契約による契約額及び支払額の把握対象となるものもある

リース区分
中途解約

可否
所有権移転

有無
契約
期間

契約
金額

会計基準変更前 会計基準変更後

会計上
取扱い

工業統計調査での把握対象 会計上
取扱い

工業統計調査での把握対象

ファイナンス
リース

不可（※１）

把握対象外

売買 「有形固定資産」

把握対象外所有権
移転外

１年超

賃貸借

「リース契約によ
る契約額及び支
払額」

賃貸借
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図４ 品目別製造品在庫額（数量、金額）の変更 

【申請案】  【統計委員会修正案】 

（削除） 

 

 

 

（e）酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の合計額(年間) 

本調査事項については、他の調査事項及び税率を活用した推計で代替可能

であるため、削除することが計画されている。 

これについては、今回示された代替方策である推計手法は妥当な手法であ

り、推計結果の検証においても大きな乖離が生じていないことから、適当で

ある。 

（f）工業用地及び用水の一部事項 

本申請では、工業用地及び用水のうち、利用ニーズが低下しており、かつ、

行政記録情報等で一定程度の代替が可能である事項について、図５のとおり、

削除することが計画されている。 

図５ 工業用地及び用水の変更 

 【現行】  【変更後】 

面
積
関
係

敷地面積  敷地面積 

建築面積 （削除） 

延べ建築面積 （削除） 

水
源
別
用
水
量 

工業用水道 工業用水道 

上水道 上水道 

井戸水 井戸水 

その他の淡水 その他の淡水 

回収水 （削除） 

海水 （削除） 

用
途
別
用
水
量 

ボイラ用水 （削除） 

原料用水 （削除） 

製品処理用水 

洗じょう用水 
（削除） 

冷却用水 

温調用水 
（削除） 

その他 （削除） 

 

12 イ 品目別製造品在庫額（年末現在）
（帳簿価額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
数　　量

金　　　額　（単位：万円）

製造品在庫額 計 ☆
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これについては、主な利用者である地方公共団体を始めとして利活用のニ

ーズが低下していることから、適当である。 

 

ウ 集計事項の見直し 

本申請では、集計事項について、従前「速報、産業編概要版、産業編、品目編、

市町村編、用地用水編、工業地区編、企業編及び詳細情報」という９つの集計区

分で公表していたものを、「速報、産業別統計表概要版、産業別統計表、品目別

統計表及び地域別統計表」の５つの集計区分に再編・整理する計画である。 

これについては、集計表を体系的に整備し、利活用面での利便性を向上させる

ものであること、また、調査期日が６月１日に変更されることによる公表の遅れ

を最小限にするために、利活用ニーズの極めて低い集計事項の一部を廃止するも

のであることから、適当である。 

 

２ 統計委員会諮問第55号の答申（平成25年９月27日付け府統委第123号）で示された

「今後の課題」への対応状況 

本調査については、統計委員会諮問第55号の答申時において、以下の検討課題が

指摘されている。 

ア 調査方法の変更に関する検証について 

経済産業省は、民間委託により調査対象事業所を拡大させることに伴う結果に

ついて、結果精度の維持及び回収率確保の観点から、検証を行う必要がある。そ

の上で、当該検証結果から、結果精度の維持への影響が大きいことが確認された

場合は、調査方法の変更に関する検討を行う必要がある。 

イ 報告者負担の軽減方策（プレプリント事項の拡大）について 

経済産業省は、報告者負担の軽減、国が把握している統計データの報告者への

還元等の観点から、大勢において変化のない項目については、情報の機密保護を

考慮しつつ、更なるプレプリント事項の拡大の可能性について、検討を行う必要

がある。 

このうち、「ア 調査方法の変更に関する検証について」は、調査を民間委託に

移行した前後における回収状況を検証した結果、傾向に大きな変動は確認されず、

特段の支障は生じていないと思料されることから、現時点では特段の問題は生じて

いないものと考える。ただし、民間委託に係る統計調査の精度維持・向上について

は継続的な取組が求められることから、本委員会としては、引き続き状況を注視す

ることとしたい。 

また、「イ 報告者負担の軽減方策（プレプリント事項の拡大）について」は、

今回の申請対象の調査年から、経年変化が少ないと認められた調査事項である「経

営組織」及び「資本金又は出資金額」についても新たにプレプリント事項とするこ

ととしており、適当である。 
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３ オンライン調査の推進 

オンライン調査については、 

① 報告者負担の軽減や集計事務の効率化、正確な統計作成など多くのメリットがあ

ること 

② 第Ⅱ期基本計画において、統計調査の実施計画を企画する際、オンライン調査を

導入している調査はオンラインによる回収率の向上方策について事前に検討するこ

とが指摘されていること 

③ 「オンライン調査の推進に関する行動指針」（平成27年４月17日オンライン調査

推進会議申合せ）において、基幹統計調査や大規模統計調査がオンライン調査の充

実に優先的に取り組むとされていること 

等を踏まえ、その推進に一層取り組むことが求められている。 

このことを踏まえ、経済産業省は、今回、オンライン回答を可能とする範囲を、

調査員調査も含めた調査全体に拡大することとしている。これについては、本調査

のオンライン利用率の更なる向上に資するものと考えられることから、適当である。 

一方、現状では、本調査におけるオンラインによる回収率が約１％にとどまってい

ること、本調査が年次の全数調査であり、同一報告者に対し反復継続的に実施されて

いることなどを考慮すれば、オンライン利用率の向上を図る余地はあるものと認めら

れる。 

このため、第Ⅱ期基本計画等の趣旨を踏まえ、一層の効率的な調査実施のために、

今後のオンライン調査の利用状況を十分に分析・検証し、更なるオンライン調査推

進のための取組を検討することを指摘する。 

 

４ 今後の課題 

（１）従業者数の把握範囲の整理について 

経済センサスを軸とした産業関連統計の体系的整備の観点からは、特段の支障が

ない限り、経済センサスにおける把握方法に合わせることが望ましい。ついては、

本申請の変更対象となる平成29年の調査実施までに、従業者数の把握範囲の相違の

解消について検討し、可能な範囲で措置する必要がある。 

 

（２）オンライン調査の更なる推進について 

報告者負担の軽減や利便性の向上、正確な統計作成など多くのメリットがあるオ

ンライン調査を更に推進するため、今回、本調査全体に拡げるオンライン調査の利

用状況を分析・検証し、更なるオンライン調査の取組を進める必要がある。 




